
２　高等学校（全日制課程・定時制課程）卒業者

（１）概　　要

　令和６年３月の高等学校（全日制課程・定時制課程）卒業者数は９，３３１人（男子４，７１１

人、女子４，６２０人）で、前年度より６４９人（６．５％）減少している。

  　卒業者を状況別にみると、大学等進学者４，５３７人（全卒業者数の４８．６％）、専修学校

（専門課程）進学者１，４５７人（同１５．６％）、専修学校（一般課程）等入学者４８５人（同

 ５．２％）、公共職業能力開発施設等入学者４０人（同０．４％）、就職者等２，５８９人（同２

   ７．７％）、不詳・死亡の者０人となっている。

  　なお、「大学等進学者」、「専修学校（専門課程）進学者」、「専修学校（一般課程）等入学

 者」及び「公共職業能力開発施設等入学者」のうち就職している者（以下、「就職進学者」とい

う。）は０人となっている。（表７２、表７３、図１１）

表７２　状況別卒業者数

（高等学校卒業者）

（注）１　「大学等進学者」とは、大学の学部・通信教育部・別科、短期大学の本科・通信教育部・別科、放送大学（全科履修生）、

　　　　高等学校・特別支援学校高等部の専攻科へ進学した者をいう。また、進学しかつ就職した者を含む。

　　　２　「専修学校（専門課程）進学者」とは、専修学校の専門課程（高等学校卒業程度を入学資格とする課程）へ進学した者

　　　　をいう。また、進学しかつ就職した者を含む。

　　　３　「専修学校（一般課程）等入学者」とは、専修学校の一般課程及び高等課程又は各種学校（予備校等）に入学した者を

　　　　いう。また、入学しかつ就職した者を含む。

　　　４　「公共職業能力開発施設等入学者」とは、公共職業能力開発施設等へ入学した者をいう。また、入学しかつ就職した者

　　　　を含む。

　　　５　「就職者等」のうち、「自営業主等」とは、個人経営の事業を営んでいる者及び家族の営む事業に継続的に本業として

　　　　従事する者をいう。「常用労働者」のうち「無期雇用労働者」とは、雇用契約期間の定めのない者として就職した者、

　　　　「有期雇用労働者」とは、雇用契約期間が１か月以上で期間の定めのある者をいう。

　　　６　「臨時労働者」とは、雇用期間が１か月未満で期間に定めのある者をいう。

　　　７　「左記以外の者」とは、家事手伝いをしている者、外国の大学等に入学した者、上記Ａ～Ｅに該当しない者で進路が未

　　　　定であることが明らかな者をいう。

　　　８　「就職者」とは、「就職者等（左記Ａ～Ｄを除く）」の「自営業主等」及び「無期雇用労働者」、「有期雇用労働者」

　　　　の「うち雇用契約期間が一年以上、かつフルタイム勤務相当の者」、「左記Ａ～Ｄのうち就職している者」である。

　　　９　「大学等進学率」とは、卒業者のうち「大学等進学者」の占める割合で、「卒業者に占める就職者の割合」とは、卒業

　　　　者のうち「就職者」の占める割合である。

　　　10　平成31年3月までの就職者の割合は、それまでの計算方法により表した数値であるため、令和2年以降のものとは異なる。
　　　　

図１１　卒業後の状況（高等学校卒業者）
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表７３　学科別状況別卒業者数（令和６年３月）

（高等学校卒業者）

（２）大学等進学者

  　大学等進学者数は４，５３７人（男子２，０７５人、女子２，４６２人）で、前年度より１４

７人（３．１％）減少している。

　大学等進学率は４８．６％で、前年度より１．７ポイント上昇している。

　男女別に進学率をみると、男子４４．０％、女子５３．３％となっており、昭和４８年以降、

女子の進学率が男子を上回っている。（表７２、統計表第１７表）

　全国の大学等進学率は６１．９％で、前年度より１．１ポイント上昇している。

　本県の大学等進学率は、昭和４５年以降毎年全国平均を上回っていたが、平成６年以降３１年

連続して全国平均を下回っている。（表７４、図１２、統計表第１７表）

表７４　大学等進学率

（高等学校卒業者）（％）　　　

（注）昭和３０年、４０年、５０年３月は、大学・短期大学の通信教育部への進学者を含めない数値である。
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図１２　大学等進学率及び卒業者に占める就職者の割合の推移（高等学校卒業者）
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　　（注）　昭和５８年以前の大学等進学率は、大学・短期大学の通信教育部への進学者を含まないものである。

　大学等進学者の内訳をみると、大学（学部）４，０４４人（大学等進学者数の８９．１％）、短

期大学（本科）３７２人（同８．２％）などとなっており、男女別にみると、男子では大学（学部

）への進学者が男子進学者数の９７．３％を占め、女子では大学（学部）への進学者が女子進学者

数の８２．２％を占めている。（表７５、統計表第２０表）

表７５　大学・短期大学等への進学者数

（高等学校卒業者）
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　大学（学部）・短期大学（本科）への入学志願者数は４，７３５人で、卒業者に占める割合は、

５０．７％となっている。

　このうち、大学（学部）・短期大学（本科）へ進学した者の数は４，４１６人で、入学志願者の

うち進学した者の割合は９３．３％となっており、男子９１．３％、女子９５．０％と、女子の割

割合が高くなっている。（表７６、統計表第２０表）

表７６　大学（学部）・短期大学（本科）への入学志願及び進学状況（令和６年３月）

（高等学校卒業者）　　

（参考表）過年度高卒者を含めた県内高等学校卒業者の県内・県外別大学・短期大学入学者数

（注）大学・短期大学入学者には、過年度高卒者等を含む。

（３）専修学校（専門課程）進学者、専修学校(一般課程)等入学者及び公共職業能力開発施設等入学者

　専修学校（専門課程）進学者数は１，４５７人（男子５５２人、女子９０５人）で、前年度

より１２０人（７．６％）減少している。

　専修学校（一般課程）等入学者数は４８５人（男子２５１人、女子２３４人）で、前年度より

１４１人（２２．５％）減少し、公共職業能力開発施設等入学者数は４０人（男子３５人、女子５

人）で、前年度より４０人（５０．０％）減少している。

　卒業者数のうち、専修学校（専門課程）進学者、専修学校（一般課程）等入学者及び公共職業

能力開発施設等入学者の占める割合は２１．２％で、前年度より１．７ポイント下落している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（表７７）

入 学 志 願 者 数 進 学 者 数

計 Ａ 男 女 計 Ｂ 男 女
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表７７　専修学校（専門課程）進学者、専修学校(一般課程)等入学者及び公共職業能力開発

　　　　施設等入学者の数

（高等学校卒業者）

（注）　卒業後の状況調査において、専修学校等の調査項目は昭和５１年度調査から新設された。

（４）就職状況

　就職者（就職進学者を加えた全就職者数）は２，５８０人（男子１，６７１人、女子９０９人）

で、前年度より１４１人（５．２％）減少している。

　卒業者に占める就職者の割合は２７．６％で、前年度より０．３ポイント上昇しており、男女別

にみると、男子３５．５％、女子１９．７％となっている。

　また、本県の卒業者に占める就職者の割合は、昭和３７年以降、全国平均を上回っている。

（表７２、表７８、図１２、統計表第１７表）　

表７８　卒業者に占める就職者の割合

（高等学校卒業者）（％）　　　

専修学校 専修学校（一般課程）等入学者 公共職業  全卒業者数の

計 (専門課程) 専修学校 能力開発  うち、計(A+

進 学 者 計 (一般課程･ 各種学校 施設等入  B+C)の占める
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46.1 41.1

30.1

26.1

32.0

45.6

46.2

62.0

47.8 40.7

45.1

47.6

区 分
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　就職者を県内・県外別にみると、県内就職者２，１３７人（就職者総数の８２．８％）、

県外就職者４４３人（１７．２％）で、県内就職者の割合は、前年度より０．４ポイント下

落している。（表７９、表８２、表８３、図１３）

表７９　県内・県外別就職状況

（高等学校卒業者）　　

図１３　県内・県外就職者の割合の推移（高等学校卒業者）
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29.8 29.1 30.7 32.4
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昭和 40年 3月 50 60 平成 7 17 27 令和 6

％

県内就職者の割合

県外就職者の割合

県  内 県  外

区 分 就職者 就職者
県内就職者

の割合

（％）

就職者
県外就職者

の割合

（％）

昭和40年 3月

   50   

   60   

平成７   

   17   

   27   

令和２   

  ３   

  ４   

  ５   

  ６    2,580

2,623 32.4

76.9 1,499 23.1

79.5 768 20.5

2,792

2,818

2,585

82.4 603 17.6

82.2 559 17.8

81.6 629 18.4

82.8 443 17.2

2,721

2,873

3,144

3,421

14,985

4,980

83.0 487 17.0

83.2 457 16.8

2,386

2,264

2,137

2,978

3,421

3,746

6,479

8,094

9,511

61.4 5,780 38.6

70.9 2,768 29.1

67.6

9,205

6,743

5,471

－43－



　就職者数を職業別にみると、生産工程従事者１，２５７人（就職者総数の４８．７％）、事務従事

者３４８人（同１３．５％）、サービス職業従事者２３０人（同８．９％）などとなっている。

　男女別にみると、男子では生産工程従事者が１，０５３人で最も多く、男子就職者総数の６３．０

％を占め、女子では事務従事者３１２人（女子就職者総数の３４．３％）が最も多く、次いで生産工

程従事者２０４人（同２２．４％）となっている。　（表８０、図１４）

表８０　職業別就職者数

（高等学校卒業者）

図１４　職業別就職者数の構成比（令和６年３月）（高等学校卒業者）
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区 分 計 技術的職 職 業 職 業 漁 業 工 程 機械運転 採 掘 清掃等 以 外

業従事者 従事者 従事者 従事者 従事者 従事者 従事者 従事者 従事者 従事者 のもの
実   数

令和２年 3月
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  ４   
  ５   
  ６   

男   
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構成比（％）
令和２年 3月
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1,257 74 134
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12

140
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　就職者総数を産業部門別にみると、第２次産業（「鉱業、採石業、砂利採取業」、「建設業」、

「製造業」）１，５３６人（就職者総数の５９．５％）、第３次産業（「電気・ガス・熱供給・

水道業」、「情報通信業」、「運輸業、郵便業」、「卸売業、小売業」、「金融業・保険業」、

「不動産業、物品賃貸業」、「学術研究、専門・技術サービス業」、「宿泊業、飲食サービス業」、

「生活関連サービス業、娯楽業」、「教育、学習支援業」、「医療、福祉」、「複合サービス事業」、

「サービス業（他に分類されないもの）」、「公務（他に分類されるものを除く）」）１，０１２人

（同３９．２％）、第１次産業（「農業、林業」、「漁業」）２０人（同０．８％）などとなって

いる。

　産業分類別にみると、「製造業」１，３５８人（就職者総数の５２．６％）、「卸売業、小売業」

１７７人（同６．９％）、「建設業」１７６人（同６．８％）などとなっている。

　男女別にみると、男子は「製造業」１，０８７人（男子就職者総数の６５．１％）、女子は「製造

業」２７１人（女子就職者総数の２９．８％）であり、男女共に最も割合が高くなっている。

（表８１、表８２、表８３）

表８１　産業別就職者数

（高等学校卒業者）

　

第１次産業 第２次産業 第  ３  次  産  業

就職者 計
農業、
林業

漁業 計

鉱業、
採石
業、
砂利
採取業

建設業 製造業 計

電気・
ガス・
熱供
給・
水道業

情 報
通信業

運輸
業、
郵便業

卸売
業、小
売業

金融
業・保
険業

不動産
業、物
品賃貸
業

学術研
究、専
門・技
術サービ
ス業

宿泊
業、飲
食サービ
ス業

生活関
連サービ
ス業、
娯楽業

教育、
学習支
援業

医療、
福祉

複合
サービス
事業

サービス
業(他に
分類
されない
もの)

公務
(他に分
類

されるも
の
を除く)

左記
以外の
もの

実 数

令和２年 3月 3,421 11 5 6 1,891 4 203 1,684 1,494 40 32 190 282 64 7 70 125 106 4 166 76 81 251 25
  ３    3,144 8 7 1 1,704 4 280 1,420 1,403 41 19 166 273 52 24 50 57 111 4 257 52 71 226 29
  ４    2,873 17 11 6 1,632 3 225 1,404 1,207 37 15 139 230 36 7 43 79 103 3 186 47 77 205 17
  ５    2,721 27 15 12 1,625 － 203 1,422 1,047 45 17 124 167 35 8 48 64 84 5 146 53 68 183 22
  ６    2,580 20 9 11 1,536 2 176 1,358 1,012 47 14 144 177 56 5 29 73 90 1 119 36 55 166 12

男   1671 16 5 11 1228 2 139 1087 420 31 9 101 70 4 2 19 21 19 1 14 7 22 100 7
女   909 4 4 － 308 － 37 271 592 16 5 43 107 52 3 10 52 71 － 105 29 33 66 5

構成比（％）
令和２年 3月 100.0 0.3 0.1 0.2 55.3 0.1 5.9 49.2 43.7 1.2 0.9 5.6 8.2 1.9 0.2 2.0 3.7 3.1 0.1 4.9 2.2 2.4 7.3 0.7
  ３    100.0 0.3 0.2 0.0 54.2 0.1 8.9 45.2 44.6 1.3 0.6 5.3 8.7 1.7 0.8 1.6 1.8 3.5 0.1 8.2 1.7 2.3 7.2 0.9
  ４    100.0 0.6 0.4 0.2 56.8 0.1 7.8 48.9 42.0 1.3 0.5 4.8 8.0 1.3 0.2 1.5 2.7 3.6 0.1 6.5 1.6 2.7 7.1 0.6
  ５    100.0 1.0 0.6 0.4 59.7 － 7.5 52.3 38.5 1.7 0.6 4.6 6.1 1.3 0.3 1.8 2.4 3.1 0.2 5.4 1.9 2.5 6.7 0.8
  ６    100.0 0.8 0.3 0.4 59.5 0.1 6.8 52.6 39.2 1.8 0.5 5.6 6.9 2.2 0.2 1.1 2.8 3.5 － 4.6 1.4 2.1 6.4 0.5

男   100.0 1.0 0.3 0.7 73.5 0.1 8.3 65.1 25.1 1.9 0.5 6.0 4.2 0.2 0.1 1.1 1.3 1.1 0.1 0.8 0.4 1.3 6.0 0.4
女   100.0 0.4 0.4 － 33.9 － 4.1 29.8 65.1 1.8 0.6 4.7 11.8 5.7 0.3 1.1 5.7 7.8 － 11.6 3.2 3.6 7.3 0.6
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図１５　産業別就職者数の構成比（令和６年３月）（高等学校卒業者）

表８２　産業別県内就職者数 表８３　産業別県外就職者数

（高等学校卒業者） （高等学校卒業者）

第１次産業
1.0%

第２次産業
73.5%

第３次産業
25.1%

第１～３次

産業以外
0.4%

第１次産業
0.4%

第２次産業
33.9%

第３次産業
65.1%

第１～３次

産業以外
0.6%

男 女

第１次 第２次 第３次

産 業 産 業 産 業

実  数

令和２年 3月

  ３   

  ４   

  ５   

  ６   
県内就職者の

割合(％)

16 1,266 847 8

0.6 49.1 32.8 0.3

14 1,331 1,029 12

18 1,338 890 18

7 1,540 1,252 19

6 1,363 1,192 24

82.8

2,137

2,264

2,386

2,585

2,818

計
左記以外の

もの
区  分

第１次 第２次 第３次

産 業 産 業 産 業

実  数

令和２年 3月
  ３   
  ４   
  ５   
  ６   
県外就職者の

割合（％)
17.2 0.2 10.5 6.4 0.2

457 9 287 157 4

443 4 270 165 4

559 2 341 211 5

487 3 301 178 5

計
左記以外の

もの

603 4 351 242 6

区  分
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　県外就職者の就職先を都道府県別にみると、広島県１５８人、福岡県７１人、大阪府４３人、

愛知県３３人、兵庫県２３人などとなっており、広島県のみで県外就職者の３５．７％を占めて

いる。（表８４）

表８４　県外就職者の都道府県別就職者数

（高等学校卒業者） 

　県外就職者（流出）数と県外から本県への就職者（流入）数を比べてみると、１４９人の流出超過

となっている。（表８５）

　本県に就職した者のうち、県外からの就職者の占める割合は１２．１％で、前年度より１．２ポイ

ント低下している。（表８６）

表８５　県外就職者数と県外からの就職者数

（高等学校卒業者）　　　　

表８６　本県に就職した者のうち県外からの就職者の占める割合

（高等学校卒業者）　　　　

区 分 計 広島県 福岡県 大阪府 愛知県 兵庫県 東京都 神奈川県 京都府 千葉県 その他

令和２年 3月
  ３   
  ４   
  ５   
  ６   

60

63

49

59

56

13

11

20 16 13 10

17 4 10

443 158 71 43 33 23

5 5

457 158 69 32 38 31 39

487 206 74 43 35 19 37 14

559 220 83 57 25 31 42 17 8

603 251 89 57 39 27 46 19 4

県  外 県外からの 差  引

区 分 就職者数 就職者数 流出者数

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ
昭和40年 3月
   50   
   60   
平成７   

   17   
   27   

令和４   
  ５   
  ６   

1,775

346 111
294 149

144

443
457
487

629
442 326
308 321

662 1,961
623 876

4,651
993

1,129

343

768
1,499
2,623
2,768
5,780

本  県 県外からの

区 分 就職者数 就職者数

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ（％）
昭和40年 3月

   50   
   60   
平成７   
   17   
   27   

令和４   
  ５   
  ６   

本県就職者に占

める県外からの

就職者の割合

2,431 294 12.1
2,610 346 13.3
2,729 343 12.6

3,100 308 9.9

10,334

3,420 442 12.9
5,603 623 11.1
6,133 662 10.8

1,129 10.9
7,736 993 12.8
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　県外から本県への就職者数を出身都道府県別にみると、福岡県４０人、宮崎県４０人、鹿児島県

２１人などとなっている。

　地域別にみると、九州８県から本県への就職者数は１５１人（県外から本県への就職者数の５１

．４％）、中国４県からは４２人（同１４．３％）となっている。（表８７、図１６）

表８７　県外から本県への就職者数

（高等学校卒業者）

図１６　本県から県外へ及び県外から本県への就職者数（令和６年３月）（高等学校卒業者）

443人 294人

（注）地域ブロック別の区分

北海道・東北 … 北海道・青森・岩手・宮城・秋田・山形・福島

関　　　東 …… 茨城・栃木・群馬・埼玉・千葉・東京・神奈川・山梨・長野

東海・北陸 …… 岐阜・静岡・愛知・三重・新潟・富山・石川・福井

近　　　畿 …… 滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山

中　　　国 …… 鳥取・島根・岡山・広島

四　　　国 …… 徳島・香川・愛媛・高知

九　　　州 …… 福岡・佐賀・長崎・熊本・大分・宮崎・鹿児島・沖縄

県外から本県への就職者（流入者）本県から県外への就職者（流出者）

東海・北陸

関　　　東
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13 13 11

9 7 3
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